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災害時対応の拠点となる県庁・合庁を耐震建築に
災害時の職員の役割を具体的に明確にすべき！現行の災害対応策は抜本的見直しを 

「参集」だけでは役に立たない！電子データのバックアップ体制、帰宅困難者対応策などを整備すべき
災害時の業務体制を見直すべき

　まず教訓とすべきは、災害時の業務体制です。

東日本大震災では、神奈川県にも「大津波警報」が発令されたため、警報が解除されるまでは、各職場で「全員待機」となりました。

今回は勤務時間中であり、さらに、ほとんどの交通機関が深夜までマヒしていたため、現実的にも職場に残らざるを得ない状況でしたが、休日・夜間に大震災が起きた場合、現行の自所属または近隣の指定所属への緊急参集体制のままでいいのか、あらためて検証すべきです。

　「待機中」、安全防災局をはじめ一部の所属では災害対応業務がありましたが、多くの職場では「待機しているだけ」の状態でした。

　以前から自治労県職労が指摘してきたように、緊急参集後の業務が明確になっておらず、災害時に行う仕事がない職員がいるということです。

　アリバイ的に「参集」させるのではなく、災害時に県民のために必要な仕事、そしてそれに必要な人員・体制を精査すべきです。

その上で、緊急時に行う業務のない職員は、震災後住民にとって一番必要な市町村の避難所で、住民の救護・支援にあたれるよう今後市町村と協議し、それを円滑に行うための訓練を実施すべきです。
災害時の拠点となるべき庁舎の耐震化を
　もう一つの教訓は、庁舎の機能確保です。

今回の大震災では、津波で多くの役場が流され、職員が亡くなり、その結果、被災後の住民の救援・支援に大きな支障をきたしています。

神奈川でも、教育局の入る住宅供給公社ビルは、深夜まで避難せざるを得ない状況でした。

　県の庁舎は災害時の司令塔であり、職員は災害対応業務の要です。大災害時の対応施設とその機能を保持するためには、大地震を想定した診断を行い、危険な庁舎は小手先の耐震補強ではなく、順次耐震建築に建て替えるべきです。また、今回の大震災では、固定電話、携帯電話とも不通になりました。全所属に「防災行政通信網」を整備すべきです。

帰宅困難者対応など、柔軟な被災者対応を
　次に帰宅困難者対応です。県民にとっては、県も市町村も「役所は役所」であり、「公的施設は全て災害対応すべき」ものです。

　今回の震災発生時、避難所ではない県施設に帰宅困難者が避難してきた事例がいくつかあります。多くの職員は、ロビーを開放するなど、何らかの形で対応しましたが、一部の管理者は「入口を閉めろ」と職員に指示したと聞いています。

　避難してきた県民を受け入れられるよう、県施設に災害時用の毛布等を備蓄するとともに、公共施設としての意識を管理職に徹底すべきです。
電子データのバックアップ機能の強化を

　最後に、今回の震災でのデータ管理問題を教訓に①サーバの耐震設備を抜本的に改善する。②バックアップデータは毎日更新保存する。③複数個所で保存する。④西日本の府県と協定を結んで、相互にデータを保存しあう。等を早急に実施すべきです。

自治体再生に向け頑張る仲間たち③
○「自治労みやぎ（4/18）」より

◇自治労復興支援活動スタート　26府県145人の仲間が宮城に
4月11日から、自治労の全国動員による復興支援活動がスタートしました。この活動は疲労の限界に達している被災地単組の組合員の負担を軽減し、復旧・復興を一日でも早く達成するために実施されるもので、1週間交代のサイクルで当面6月5日までの2ヶ月間実施されます。
宮城県には北信、東海、近畿、中国、四国、九州の26府県から145人が来県。気仙沼市、石巻市、東松島市、塩釜市、名取市、岩沼市で、避難所運営、物資配送、罹災証明発行、行政支援などの業務に当たっています。南三陸町での活動も予定していましたが、現地の受入体制が整わず、今後整い次第実施する予定です。
自治労の支援活動は、福島、岩手でも行われており、被災地県を除くすべての県本部の仲間が行動に参加しています。
◇組合員の死亡16人

東日本大震災による宮城県本部内の組合員の犠牲は、亡くなった方16人、行方不明の方28人となっています（県本部調べ、15日現在）。県職、仙台市職労、石巻市職労、気仙沼市職労、気仙沼ガス水道労、南三陸町職、名取市職労、岩沼市職労で死亡・行方不明の方がいらっしゃいます。組合員ではない方を含めた職員全体では、約100人にのぼっています。

◇「労災防止、時間外手当の適正な支給を」

自治労宮城県本部が市町村課に申入れ

県本部は4月8日、宮城県市町村課に対し、労働災害・健康被害の防止や時間外勤務手当の適正な支給について、県が市町村に対して必要な対応を行うように申入れを行いました。
市町村課は、他県から500人の支援を受け入れ市町村に派遣していることを説明し、「健康問題は危惧している」と述べたものの、市町村に対して通知するなどの具体的な対応を確認するには至りませんでした。
さらに県本部は、自治労本部に対し総務省から通知を出させるように取り組みを要請し、11日に申入れが実施されました。組合側は、職員の過労、二次災害、放射線障害などを避ける万全の対策が必要だと要請しました。対応した逢坂政務官は「要請を踏まえて、省として具体的にやるべきことはないのか、大臣と相談してみる」と回答しています。
各単組においても労災・健康被害防止の取り組みの強化をお願いします。
○「自治労いわて（4/11）」より

◇自治労の全国の仲間が被災住民・自治体を支援
　震災から1ヶ月を迎えた本日（4月11日）から、自治労の復興支援活動がスタートしました。

　岩手には、北海道、青森、秋田、山形、滋賀、奈良、京都、和歌山の各道府県本部組合員50人の支援団が編成され、避難所運営や救援物資の仕分け作業等の支援活動にあたっています。自治労本部は被災県以外の各都道府県本部を、岩手、宮城、福島での支援に割り当てながら、安定的・継続的な取組みを展開します。

○「自治労福島（4/12）」より
◇全国から自治労の仲間が福島へ結集
　福島には、新潟、群馬、栃木、埼玉、東京、千葉、神奈川、山梨、静岡の各都県本部が支援にあたります。

　4月11日午前6時、16名の支援員がバスに乗り込み、新地・相馬・福島の各避難所に向かいました。参加者の組合員は、「福島の組合員のために頑張ってきます。」と決意を述べ乗車していました。

　支援に入った各避難所では、市の職員に替わって運営に関する業務全般を行っています。

　新地町では、届けられた位牌やアルバム・写真の泥水を取りながら、被災者の方々の思い出の品を丁寧に整理していました。
自治労神奈川県本部
「震災支援ニュース①」
◇震災支援ボランティア第1陣が4月10日福島に出発
　3月11日に発生した、東日本大震災の復興支援活動の第1グループが、4月10日東京を出発した。活動期間は4月17日までの8日間。

　派遣メンバーは中野県本部副委員長を団長に、自治労横浜2人、川崎市職労2人、横須賀市職労2人、平塚市職労1人、相模原市職労1人、大和市職1人の6単組10人で構成している。

　福島県への支援は、新潟、群馬、埼玉、東京、千葉、山梨、静岡の各県本部が担当している。

　派遣地域は福島県福島市内で、福島グリーンパレスをベースキャンプに、市内各所に設置されている避難所のうち、9ヵ所で福島市職員の業務補助として活動している。

　派遣者は2交代・24時間勤務で、具体的な救援活動内容は、避難所運営作業、食事の配膳・配食作業、夜間の警備などとなっている。

※自治労県職労からは、第6グループ（5月14日～22日）に2名の組合員が参加する予定です。
◇連合ボランティアは岩手へ
　連合本部は、4月1日から岩手県花巻市東和をベースキャンプに、救援ボランティア派遣を続けている。

　自治労神奈川県本部は、自治労本部からの要請を受け、播磨谷局長を責任者として、青年層を中心に、公企労、自治労横浜、川崎市職労、横須賀市職労、逗子市職労、山北町職、県本部の6単組8人を派遣した。行動日程は4月16日～23日の8日間。

　自治労の派遣者は、3月で廃校になった旧土沢小学校をベースキャンプに、遠野社協の指示に従い、釜石市、大船渡市、陸前高田市周辺の沿岸南部の支援活動にあたっている。

　岩手班は屋外作業が中心で、瓦礫の撤去や消毒目的の石灰散布、津波にあった家屋内の泥の排出作業などかなりな重労働となっている。

自治研神奈川集会に参加を
「震災から見えた地域の役割と自治体の任務」～オープニング

　○日時：6月3日（金）18時30分～
　○会場：神奈川県地域労働文化会館（阪東橋駅下車）

　○講師：葉上太郎氏（地方自治ジャーナリスト）

「基地を抱える自治体のまちづくり」
～反戦平和分科会
　○日時：6月4日（土）14時～
　○会場：横須賀三浦教育会館

　○講師：井原勝介氏（前岩国市長）









